
 

 

 

 

 

 

 

 

 

視点 

 信用金庫が生産性の高い本部組織を実現するための施策の一つに会議改革が挙げら

れる。多くの本部役職員が会議等の準備・出席・報告などに時間を割かれ、これが大き

な業務負荷となっている。そこで近年、ペーパーレス会議を導入し会議改革に乗り出す

信用金庫が増えてきた。会議資料の印刷や準備の効率化、活発な意見交換などが期待さ

れる。並行して個々の会議そのものの必要性の検討、開催頻度・開催時間・出席者・議

事進行の手順などを見直す信用金庫がある。重要性などで会議等を仕分け、本部業務の

生産性向上を目指していく。 

 そこで本稿では、当研究所が 2019 年度に開催した「経営戦略プランニング研修」の

受講者および個別信用金庫との意見交換などで得た情報をもとに「会議改革への取組

み」を紹介する。 

要旨 

 信用金庫の常勤役職員数が減少するなか、本部業務の効率化と、それに伴う人員の

適正配置が求められている。 

 本部組織の生産性向上策として会議改革に注目が集まる。現状、多くの本部役職員

が会議等に業務時間を割かれており、負担軽減は急務とされる。 

 主な取組事例を挙げると、ペーパーレス会議の導入に加え、会議そのものの必要性

の検討、出席者や会議時間の限定などがある。 

 会議改革に向けた検討課題には、①トップダウンによる実施、②会議等の実態把握、

③位置付け・ゴールの共有などがある。 
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 はじめに                                    

 信用金庫が生産性の高い本部組織を実現するための施策の一つに会議改革が挙げら

れる。多くの本部役職員が会議等の準備・出席・報告などに時間を割かれ、これが大き

な業務負荷となっている。そこで近年、ペーパーレス会議を導入し会議改革に乗り出す

信用金庫が増えてきた。会議資料の印刷や準備の効率化、活発な意見交換などが期待さ

れる。並行して個々の会議そのものの必要性の検討、開催頻度・開催時間・出席者・議

事進行の手順などを見直す信用金庫がある。重要性などで会議等を仕分け、本部業務の

生産性向上を目指していく。 

 そこで本稿では、当研究所が 2019 年度に開催した「経営戦略プランニング研修」の

並行受講者および個別信用金庫との意見交換などで得た情報をもとに「会議改革への取

組み」を紹介する（図表１）。 

 

（図表１）経営戦略プランニング研修の概要 

信用金庫の経営戦略の策定等を支援するため、信金中金 地域・中小企業研究所が 2017 年度

に開始した信用金庫役職員向けのディスカッション形式の研修である。2019 年度は６回開催

し、合計 46 金庫、50 人の参加を得た。 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

 

 

 １．会議等の業務負荷 

 本部業務改革による生産性向上が信用金庫の間で叫ばれるなか、会議等の改革に着手

する事例が増えてきた。本部役職員の多くが会議等の準備・出席・報告などに日常業務

を割かれており、これが本部業務の生産性向上を妨げる要因の一つとされる。研修受講

金庫からは、『会議等に多くの業務時間を割かれ、それが負担となっている。』や『経

営会議や役員会の日は、１日の大半を費やされる。』『念のため・了知のためとの理由

で担当外の会議等にも同席を求められる。』などの意見があった。特に企画部門や総務

部門の役職者の業務負荷が重いようである。 

目次 

はじめに 

１．会議等の業務負荷 

２．ペーパーレス会議の導入 

３．会議運営の見直し 

４．検討課題 

おわりに 
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 会議等の業務負荷の例では、株式会社ＮＴＴデータ経営研究所の「「会議の革新とワ

ークスタイル」に関する調査」が参考となる（図表２）。同調査によると、「会議等の

全体業務に占める割合」は、全業種合計で 15.4％、金融・保険業で 13.5％となった。

また、同調査で「現在の会議等について、感じている問題・課題」の上位項目には『無

駄な会議等が多い』（45.0％）、『会議等の時間が長い』（44.1％）、『会議等の頻度

が多い』（36.7％）が高い割合を示した。 

 

（図表２）現在の会議等について、感じている問題・課題（上位項目） 

 

（備考）株式会社ＮＴＴデータ経営研究所「「会議の革新とワークスタイル」に関する調査」 

    （2012 年 10 月５日）より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

 

 また、株式会社パーソル総合研究所の報告（2018 年９月６日リリース）では、企業の

部長級が社内会議・打ち合わせに費やす時間は、年間平均 434.5 時間で、１週間平均だ

と 8.6 時間であった（図表３）。役職の高い社員ほど会議出席頻度も増え、結果として

会議等の業務負荷が重いと考えられる。 

 

  （図表３）社内会議・打ち合わせに費やす時間（１週間） 

 

  （備考）「パーソル総合研究所・中原敦 長時間労働に関する実態調査」より 

      信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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 信用金庫に対する直接の調査ではないものの、会議等の負担の重さが窺える一端と言

える。特に企画や資金運用、審査などの非定型業務に携わる本部役職員が、会議等に多

くの時間を割かれていると想像される。そのため、新しい施策の企画やスピード感のあ

る意思決定が阻害されている恐れもあろう。だからこそ、非効率な会議等を洗い出し、

生産性向上に向けた改革を実施していく必要がある。 

 

 

 ２．ペーパーレス会議の導入 

（１）導入目的 

 近年、ペーパーレス会議システムを導入し、経営会議などをペーパーレス化する信用

金庫が増えている。ペーパーレス会議の導入目的は、①コストの削減、②業務の効率化、

③情報の共有、④会議等の質的向上などである（図表４）。また、電子稟議・電子決裁

システムの導入、契約書の電子保存の実施などにより、業務全般のペーパーレス化に取

り組む信用金庫もみられる。 

 

（図表４）ペーパーレス会議の導入目的 

コストの削減 
経営会議等で使用する紙資料の印刷代を削減する。印刷や保管などに

要する人件費の抑制も期待される。 

業務の効率化 
紙資料の印刷や資料配付、開催後の資料の綴り込みなどの効率化に加

え、資料の事前配付・個別説明などの手間が効率化される。 

情報の共有 
電子化することで、過去分を含めた経営会議等の資料管理や閲覧、引継

ぎが容易となる。 

会議等の質的向上 
経営会議等の効率的な運営が可能となる。また、資料説明に要する時間

の削減を通じ議論中心の会議運営を実現できる。 

紙文化からの転換 
信用金庫を含む金融機関の特性である紙文化を見直すきっかけとなり

得る。業務の進め方そのものが見直される可能性もある。 

環境対策の強化 紙資料を減らすことで地球環境の保全に貢献する。 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

 

（２）導入効果など 

 ペーパーレス会議を導入済の信用金庫では、システム導入はもとより、会議資料の様

式統一や期日までの資料提出（電子情報の共有）を徹底している。ただし、人事情報の

ような事前提出が難しい会議資料に限り、当日の提出を認める信用金庫が多い。 

 導入効果を挙げると、①資料の印刷や配付に要する時間が削減された、②過去の会議

資料が一元管理され情報の共有や検索が容易になった、③印刷代の削減効果でシステム

導入費などを早期に回収できるなどがある。半面、会議の質的向上に課題を指摘する声

が聞かれた。ペーパーレス会議を導入したものの、実際の会議は報告中心、長時間の開
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催などの課題が残るようである。経営会議などにペーパーレス会議を活用している信用

金庫の取組みは以下のとおりである（図表５）。 

 

（図表５）ペーパーレス会議の導入例（運用面での工夫など） 

 タブレット端末を使用するため、会議資料はＡ４版横に統一した。文章を詰め込み過ぎ

ないよう、文字の大きさなども指示した。 

 会議資料は３枚までとし、しかも１枚目の要約で説明を完結するよう徹底している。会

議資料に統一感を持たせるため、様式のひな型を決めた。 

 適宜、プロジェクターに会議資料を投影することで、Ａ３版のような俯瞰しにくい詳細

な会議資料も確認しやすくする。 

 会議資料の提出期日を徹底する。通常の報告事項は２日前、協議事項は１週間前までの

提出とするなど内容で期限を変えている。 

 紙の会議資料を使用して会議等に出席することを認める。ただし、タブレット端末を使

用する出席者の方が多くなると、紙の会議資料の使用者は減っていく。 

（備考）1．信用金庫の取組事例は、信用金庫が特定されないよう記載している。 

    2．信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

 

 

 ３．会議運営の見直し 

 経営会議などのペーパーレス化と並行して、会議運営そのものを見直す信用金庫が

ある。なぜならペーパーレス会議により会議資料の印刷などの事務効率化は進んだが、

会議時間の短縮や会議内容の質的向上に課題がみられるためである。 

 会議改革で先行する地域銀行や他業界では、会議等の整理統合や出席者の限定など

の見直しが広がりつつある（図表６）。会議等を一律で見直すのではなく、それぞれの

位置付けや内容によって時間設定や出席者、議事録の作成レベルを変えていく。過剰な

事前調整なども簡素化し、活発な議論を行う会議を目指している。 

 

（図表６）会議等の運営の見直し（住友生命保険相互会社の事例） 

① 会議手段の見直し（ペーパーレス会議（Ｗｅｂ会議）の利用） 

② 会議回数の削減と参加人数の最少化 

③ 会議運営のルール化 

 ✓資料は原則ペーパーレスとし、作成様式を「Ａ４横」に統一する。 

 ✓意思決定を行う会議は、必ず事前に出席者に会議資料を送付する。 

 ✓通常会議は１時間以内の開催とする。 

 ✓会議の開催時間は、原則 10 時から 16時の間とする。 

 ✓議事録は必要な場合のみの作成とする。 

（備考）住友生命保険相互会社資料より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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 会議内容の見直しを推し進める信用金庫でも、重複する会議等を洗い出し、整理統合

するなどの動きがみられる（図表７）。検討中の信用金庫からは、特に長時間に亘る会

議時間に歯止めをかけるべく会議時間の設定、早朝・夕方からの会議開催の制限などを

打ち出したいとの意見があった。事務局を担当する職員からは報告書の作成を効率化

したいとの意見もみられた。 

 

（図表７）会議等の運営見直しの例 

 一つひとつの会議等を一覧表にし、重複する会議等を集約した。また、会議等によって

出席者や開催時間などを変えている。重要度によって強弱を付ける方向にある。 

 会議等の数および開催頻度を減らしており、今後は終了時間を決める（現状は終了時間

の取り決めがなくエンドレスで実施）。 

 会議等で報告者は最低限の時間・内容に留め、質疑応答や議論中心になるよう議事進行

を見直した。現状は報告者、出席する経営陣ともに試行錯誤している。 

 内部の経営会議などの場合、議論を異なる方向に誘導するような誤字や誤変換でなけれ

ば出席者は細かい資料の誤りについて指摘・質問しない。 

 必要な会議と不必要な会議等の仕分けを実施のうえ、会議開始は 13 時以降、時間は１時

間まで、出席者は部門長のみなどのルール化を行った。従前の会議は、部門長に同行す

る担当者が報告することも多かったが、それなら部門長は会議に出る必要はないとのこ

とになり、部門長が自ら報告し質問にも応じる形にした。 

 常務会などを含め会議等で議論する案件がなければ速やかに終了する。事務局を置くと

形式に拘るので設置せず、出席する役員（または部門長）自らが事務局を務める。 

 部門間の無駄な根回しなどを効率化するため、毎朝、本部課長以上からなるミーティン

グを行い、情報を共有する。議事録も決定事項のみ記載かつＡ４版１枚以下としている。 

 経営会議などの議事録の作成に多大な時間を要するので、音声データをテキスト化する

ソフトを導入した。 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

 

 また、研修受講金庫との意見交換のなかで、組織横断のプロジェクトチーム（以下 

「ＰＴ」という。）や各種委員会のあり方を見直す動きがみられた。各部門からメンバ

ーを募り施策を検討するＰＴの課題として、①同じ職員が複数のＰＴに選ばれることが

多く、自部門の業務執行と合わせ大きな負担である、②ＰＴで各部門の了解を得ている

にも関わらず、経営会議などに付議すると否決されることがある、③ＰＴを通じ各部門

は情報共有されているはずなのに、別途、経営会議などの前に各部門と調整が必要であ

る、などがあった。そこで、ＰＴの位置付けを明確にし、各部門の情報共有を徹底する

信用金庫や、ＰＴの簡素化に取り組む信用金庫などがある。部会などの下部組織である

各種委員会について、出席メンバーが同じなら開催する意味が乏しいと判断し、廃止し
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た信用金庫もある。また、ＰＴで検討・決定した件を経営会議などに付議する際、念の

ための各部調整は行わない（既に共有されているので）、そもそも経営会議などで決定

したことについて各部は粛々と進めるべき（そもそもＰＴなどが不要）などの意見もみ

られた。 

 

 

 ４．検討課題 

 会議改革に向けた主な検討課題は、①トップダウンによる実施、②会議等の実態把握、

③位置付け・ゴールの共有などである（図表８）。 

 

（図表８）主な検討課題 

トップダウンによる実施 
担当者は自発的に自ら担当する会議等の見直しを行いにくいの

で、トップダウンによる指示と徹底が求められる。 

会議等の実態把握 
自金庫の会議等に要する時間を調査し、特定の部署や職員の負

担状況を確認する必要がある。 

位置付け・ゴールの共有 
会議等の開催目的が、報告や情報共有の場なのか、議論し意思

決定を行う場なのかなどを明確にする必要がある。 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

 

（１）トップダウンによる実施 

 会議等の改革にあたっては、経営陣の強いリーダーシップが求められる。一つひとつ

の会議等には開催の背景や経緯があり、当該会議等の事務局を担う職員が自発的に整理

統合するのは難しいと考えられる。そこでトップダウンによる会議等の整理統合や運営

の見直しを指示する必要がある。『活発な意見交換や議論の実施は、自金庫の風土に向

かない。』といった声も根強いので、経営陣は率先して改革していく。 

 

（２）会議等の実態把握 

 自金庫の会議等に要する時間を調査し、特定の部署・職員の負担状況を確認する必要

がある。そもそも会議等の種類、開催頻度、参加者数などを調査するほか、事務局など

の職員の準備時間や調整時間、さらには報告書の作成時間などを確認する。実態把握の

結果、自金庫の会議等に要する時間が負荷になっているようなら、整理統合などの改善

策を検討し実施していく。 

 

（３）位置付け・ゴールの共有 

 一つひとつの会議等の位置付けやゴールを再確認し、出席者や事務局職員の間で共有

する必要がある。各種報告のための会議等なのか、課題解決に向けた意見交換の会議等
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なのか、それとも意思決定を行うための会議等なのか、などを事前に共有し、ゴールに

向けた議事運営を行うことが求められる。報告書・議事録一つをとっても、全ての会議

等について詳細な内容を記載する必要は乏しいと考えられ、会議等に応じた内容に留め

た方が生産性も向上する。 

 

 

 おわりに                                   

 近年、調和を重視する日本型会議スタイルの見直しが叫ばれるようになった。本部業

務の生産性を高めるためには、限られた時間の有効活用が不可欠であり、そのためにも

本部における会議改革が必須と言える。先ずはペーパーレス会議の仕組みを取り入れ、

事務局などの負担軽減を図ることが、会議改革の第一歩と考える。なお、本稿では営業

店の会議等について取り上げていないが、同様に検討余地は大きいと思われる。 

                                  以 上 

                                （刀禰
と ね

 和之
かずゆき

） 

 

【参考資料】 

・ 株式会社ＮＴＴデータ経営研究所「「会議の革新とワークスタイル」に関する調査」（2012

年 10 月 5日） 

・ 株式会社パーソル総合研究所ニュースリリース（2018 年 9 月 6 日）「パーソル総合研究所・

中原敦 長時間労働に関する実態調査」 

【合わせて参考にして下さい】 

・ 金融調査情報（30-8）「信用金庫のペーパーレス会議への取組み」 

・ 金融調査情報（2019-20）「信用金庫の生産性向上への取組み －住友生命ＷＰＩプロジェ

クト－」 

・ 金融調査情報（2020-5）「信用金庫の本部業務改革への取組み －経営戦略 29－」 

 

2020 年５月現在、当研究所では新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため在宅勤務等の対

策を実施しています。そのためレポートに関する照会等は、原則として下記のメールアドレ

スまでお願いします。また、照会対応等にお時間のかかる場合もございますので、ご了解の

程よろしくお願いします。 

当研究所メールアドレス（部門） s1000790@facetoface.ne.jp 

 

 

 

  

 本レポートのうち、意見にわたる部分は、執筆者個人の見解です。投資・施策実施等についてはご自身の

判断によってください。 
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【バックナンバーのご案内：金融調査情報】 

号 数 題   名 発行年月 

2020-1 
信用金庫の組織改革に向けて② 

-株式会社オリエントコーポレーションの「働き方改革」- 
2020 年 4 月 

2020-2 信用金庫の建設業向け貸出動向 2020 年 4 月 

2020-3 
信用金庫の事務合理化への取組み（その３） 

-経営戦略 27- 
2020 年 5 月 

2020-4 信用金庫の物件費削減への取組み -経営戦略 28- 2020 年 5 月 

2020-5 信用金庫の本部改革への取組み -経営戦略 29- 2020 年 5 月 

2020-6 信用金庫の会議改革への取組み -経営戦略 30- 2020 年 5 月 

＊バックナンバーは信金中央金庫 地域・中小企業研究所ホームページを参照ください。 
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信金中央金庫地域・中小企業研究所 活動状況 

（2020 年 4 月実績） 

 

○レポート等の発行状況 

発行日 分     類 通巻 タ  イ  ト  ル 

20.4.2 ニュース＆トピックス 2020-1 
新型コロナウイルス感染拡大に伴う資金繰り支援－民間金融機
関でも制度融資を利用した実質的な「無利子融資」が可能に－ 

20.4.3 内外金利・為替見通し 2020-1 
日銀は３月会合で流動性供給、信用緩和を目的とした大幅な金
融緩和を決定 

20.4.7 金融調査情報 2020-1 
信用金庫の組織改革に向けて② 
－株式会社オリエントコーポレーションの「働き方改革」－ 

20.4.8 ニュース＆トピックス 2020-4 
中小企業向けＢＣＰである「事業継続力強化計画」について 
－必要性が強く意識されている事業継続力の強化に向けて－ 

20.4.10 金融調査情報 2020-2 信用金庫の建設業向け貸出動向 

20.4.13 ニュース＆トピックス 2020-5 
新型コロナウイルス終息後の景気回復の行方 
－サービス業がコロナ後の景気回復の足かせとなる可能性－ 

20.4.15 中小企業景況レポート 179 
1～3月期業況は急速に悪化、悪化幅はリーマンショック以来 
【特別調査：外国人・海外情勢と中小企業】 

20.4.20 ニュース＆トピックス 2020-6 
2019年度の全国信用金庫の預金・貸出金動向（速報） 
－預金1.2％増、貸出金1.0％増とともに鈍化－ 

20.4.20 ニュース＆トピックス 2020-7 
原油需要は当面、低迷が見込まれる 
－相場低迷が長引けば金融市場にも様々な影響－ 

20.4.21 ニュース＆トピックス 2020-8 
新型コロナウイルス感染拡大の影響により中小企業の業況は大
幅悪化－第179回全国中小企業景気動向調査より－ 

20.4.21 産業企業情報 2020-1 
中小企業景気動向調査からみた新型コロナウイルス感染拡大の
影響－調査員のコメントからわかる中小企業の現状－ 

20.4.28 ニュース＆トピックス 2020-9 
コロナ後の国内観光需要をどうみるか－全体としては緩やかに
回復。訪日外国人等へ依存する業種ではさらなる遅れも－ 

 

＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL: 03-5202-7671（ダイヤルイン） FAX: 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL https://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

https://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 

 


